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百万円 百万円

165,734 92,333

2,536 63,473

3,113 6,800

142,681 3,768

6,116 1,028

6,394 8,365

3,865 415

1,040 1,194

△ 14 7,287

43,291 18,462

35,614 2,486

11,100 15,889

4,590 86

18,664 110,795

90 純　 資　 産　 の　 部

1,167 93,619

480 5,468

7,195 27,239

812 60,911

373 4,609

4,664 223

1,467 △ 0

△ 122 4,421

△ 33

98,229

209,025 209,025

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

現 金 預 金 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等

連  結  貸  借  対  照  表
（平成２８年３月３１日現在）

流 動 資 産 流 動 負 債

預 け 金 短 期 借 入 金

受取手形･完成工事未収入金等 未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 支 出 金 未 成 工 事 受 入 金

そ の 他 の た な 卸 資 産 賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 完 成 工 事 補 償 引 当 金

そ の 他 工 事 損 失 引 当 金

貸 倒 引 当 金 そ の 他

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

建 物 ・ 構 築 物 退 職 給 付 に 係 る 負 債

機械、運搬具及び工具器具備品 そ の 他

土 地 負 債 合 計

退 職 給 付 に 係 る 資 産 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

繰 延 税 金 資 産 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定 株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

資     産     の     部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

そ の 他 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

貸 倒 引 当 金 土 地 再 評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券 利 益 剰 余 金
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百万円 百万円

293,832

262,465
     売　　上　　総　　利　　益 31,367

14,001
     営　　　業　　　利　　　益 17,366

受 取 利 息 13
受 取 配 当 金 17
受 取 賃 貸 料 39
保 険 事 務 手 数 料 45
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 13
雑 収 入 118 247

支 払 利 息 42
売 上 債 権 売 却 損 14
雑 支 出 74 131
     経　　　常　　　利　　　益 17,481

固 定 資 産 売 却 益 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 323
そ の 他 0 325

固 定 資 産 売 却 損 5
固 定 資 産 除 却 損 59
減 損 損 失 247
組 織 再 編 費 用 117
そ の 他 5 435

17,371

5,672

450 6,123

11,248

11,248

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当　 　期 　　純　 　利 　　益

親会社株主に帰属する当期純利益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

連　結　損　益　計　算　書
平成２７年  ４月 　１日まで

売 上 高

売 上 原 価

平成２８年  ３月 ３１日まで

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

( ) 
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　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株　　　　主　　　　資　　　　本

土地再評価差額金の取崩

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

5,468 27,242 51,290 △ 1 

百万円百万円百万円百万円百万円

84,000

△ 1,632 △ 1,632 

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

11,248 11,248

4 4

△ 1 △ 1 

△ 2 2 ―  

―  △ 2 9,620 1 9,619

―  

百万円 百万円

平成２７年　４月　１日から
平成２８年　３月３１日まで

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

△ 1,632 

百万円 百万円 百万円 百万円

5,468 27,239 60,911 ―  93,619

土地再評価差額金の取崩

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

382 △ 21 4,287 920 5,568 89,569

4

11,248

△ 959 

―  

△ 1 

純資産合計

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

223 △ 0 4,421 △ 33 4,609 98,229

△ 159 20 133 △ 954 △ 959 8,660

△ 159 20 133 △ 954 △ 959 

( ) 
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Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　１．連結の範囲に関する事項

　　（１）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　　　　　連結子会社の数　　　　　　12社

　　　　　主要な連結子会社の名称　　NSテックスエンジ釜石㈱、テックスエンジソリューションズ㈱、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　北都電機㈱、㈱太豊テクノス、太広産業㈱　　他7社

　　（２）非連結子会社の名称等

　　　　　非連結子会社の名称　　　　Siam Taihei Engineering Co., Ltd.、日鉄龍利糸商貿有限公司、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　NS-TEXENG AMEC CO., LTD.

　　　　　連結の範囲から除いた理由

　　　　　　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも連結計算書類に重要な

　　　　　影響を及ぼさないため連結の範囲から除外しております。

　２．持分法の適用に関する事項

　　（１）持分法を適用した関連会社の数及び会社名

　　　　　該当事項はありません。

　　（２）持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　　　　　会　社　名　　　　　　　　Siam Taihei Engineering Co., Ltd.、日鉄龍利糸商貿有限公司、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　NS-TEXENG AMEC CO., LTD.

　　　　　持分法を適用しない理由

　　　　　　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

　　　　　り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

　４．会計方針に関する事項

　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　①有価証券

　　　　　　その他有価証券　時価のあるもの････決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）

　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの････移動平均法による原価法

　　　　②デリバティブ

　　　　　　時価法によっております。

　　　　③たな卸資産

　　　　　　未成工事支出金の評価方法は、個別法による原価法、その他のたな卸資産の評価方法は、主とし

　　　　　て移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　　　　によっております。

　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　定率法によっております。

　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっ

　　　　　ております。

連  結  注  記  表
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　　　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　定額法によっております。

　　　　　　ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

　　　　　法によっております。

　　　　③リース資産

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　　（３）重要な引当金の計上基準

　　　　①貸倒引当金

　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

　　　　　倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　②賞与引当金

　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、次回賞与支給見込額を計上しております。

　　　　③完成工事補償引当金

　　　　　　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積り補償額に基づ

　　　　　いて計上しております。

　　　　④工事損失引当金

　　　　　　受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持ち工事のうち損失の発生が見込まれ、

　　　　　かつ金額を合理的に見積もることのできる工事について、損失見積額を計上しております。

　　（４）重要な収益及び費用の計上基準

　　　　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　　　　　　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性の認められる工事については工事進行基

　　　　　準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してお

　　　　　ります。

　　　　　　なお、工事進行基準による完成工事高は、134,710百万円であります。

　　（５）その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　　　①重要なヘッジ会計の方法

　　　　　ヘッジ会計の方法

　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　　　　　　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満た

　　　　　　している金利スワップについては特例処理によっております。

　　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　a.ヘッジ手段・・・為替予約

　　　　　　　　ヘッジ対象・・・材料輸入による外貨建買入債務等

　　　　　　　b.ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　　　　　　　ヘッジ対象・・・金利変動等によるキャッシュ・フロー変動の可能性がある負債(借入金)の

　　　　　　　　　　　　　　　　うち、キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されうるもの。

　　　　　ヘッジ方針

　　　　　　　当社の社内規程である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動

　　　　　　リスクをヘッジしております。

　　　　　　　なお、当該規程にて、デリバティブ取引は実需に伴うリスクヘッジのための取引に限定し、売

　　　　　　買益を目的とした投機的な取引は一切行わない方針としております。

　　　　　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にかかるキャッシュ・フロー変動額の累計又は為

　　　　　　替相場の変動を比較する方法によっております。

　　　　　　　ただし、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、

　　　　　　有効性の評価を省略しております。
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　　　　②退職給付に係る会計処理の方法

　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産に基づ

　　　　　　き、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。

　　　　　　　なお、当社は平成26年10月１日をもって新日鐵住金㈱の完全子会社７社と経営統合をいたしま

　　　　　　したが、当連結会計年度末現在において人事処遇制度が統一されていないため旧各社の制度が引

　　　　　　き続き適用されております。

　　　　　退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

　　　　　　法については、給付算定式基準によっております。

　　　　　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　　　　過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

　　　　　　により費用処理することとしております。統合会社における過去勤務費用は、発生時の従業員の

　　　　　　平均残存勤務期間以内の一定の年数（旧日鉄住金プラント㈱：13年）による定額法により費用処

　　　　　　理することとしております。

　　　　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）によ

　　　　　　る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

　　　　　　す。統合各社における数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

　　　　　　の年数（旧日鉄住金プラント㈱：13年、旧日鉄住金関西工業㈱：17年）による定額法により按分

　　　　　　した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　　　　　　　なお、平成26年10月１日に旧太平工業㈱と旧㈱日鉄エレックスが採用していた退職給付制度を

　　　　　　統合しておりますが、統合前に発生した数理計算上の差異は、旧太平工業㈱については７年、旧

　　　　　　㈱日鉄エレックスについては10年の定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

　　　　　　す。

　　　　③消費税等の会計処理方法

　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費

　　　　　　税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

　５．会計方針の変更

　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会

　　計基準第22号）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号）等を、当連結会計年度から

　　適用し、当期純利益等の表示の変更を行っております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

　１．担保資産

　　　　担保に供している資産

　　　　　現金預金（注） 百万円

　　　　　　（注）営業保証金として差し入れております。

　　　　上記に対応する債務

　　　　　当連結会計年度末においては対応債務はありません。

　２．有形固定資産減価償却累計額 百万円

　３．保証債務

　　　　銀行借入金等に対する債務保証

　　　　　諸口（住宅ローン） 百万円

5

62,949

15
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　４．事業用土地再評価

　　　　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

　　　部を改正する法律（平成11年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金

　　　を純資産の部に計上しております。

　　　　再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　平成12年３月31日

　　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日公布政令 第119号）第２条第４号に定める路線価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び路線価のない土地は第２条第３号に定める固定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産税評価額に基づいて、奥行価格補正等の合理的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　な調整を行って算出しております。

　　　　再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計と当該事業用土地の再評価後の帳

　　　簿価額の合計額との差額は5,795百万円となっております。

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

　　　減損損失

　　　　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　　　　　　　処分資産については、売却又は建物等の撤去を行うこととなったため、遊休資産については今

　　　　　　後の利用価値もないため、減損損失を認識しました。

　　　　　　　減損損失の内訳は土地14百万円、建物等233百万円であります。　

　　　　　　　なお、当該減損については統合に伴う資産利用の見直しを主体とするものであります。

　　　　　　（グルーピングの方法）

　　　　　　　事業部・支店別を基本単位とし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々の

　　　　　　物件単位でグルーピングをしております。

　　　　　　（回収可能価額の算定方法等）

　　　　　　　処分資産は売却予定額等による正味売却価額を適用しており、遊休資産は主として公示価格に

　　　　　　基づいた正味売却価額を適用しております。

用　途 種　類 場　所 金額(百万円)

処分 土地・建物他 北海道室蘭市他 190

遊休 土地・建物他 千葉県木更津市他 57

合　　計 247
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　　　普通株式

　２．剰余金の配当に関する事項

　　（１）配当金の支払

　　　　　平成27年６月25日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　　　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　　　　①配当金の総額

　　　　　　　②１株当たり配当額

　　　　　　　③基準日

　　　　　　　④効力発生日

　　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　平成28年６月29日の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。

　　　　　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　　　　①配当金の総額

　　　　　　　②配当原資

　　　　　　　③１株当たり配当額

　　　　　　　④基準日

　　　　　　　⑤効力発生日

Ⅴ．金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

　　（１）金融商品に対する取組方針

　　　　　当社グループは、事業計画に照らして必要な資金を調達しており、その調達方法は資金所要の長短

　　　　等の特性を踏まえ決定しております。余剰資金は必要がある場合は安全性及び随時換金性を重視した

　　　　運用に限定しております。デリバティブは、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利

　　　　用し、投機的な取引は行っておりません。

　　（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　　　　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。預け金

　　　　は、新日鐵住金㈱連結ＣＭＳへの預け金であり、随時、預託及び回収が可能なものであります。投資

　　　　有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

　　　　す。営業債務である支払手形・工事未払金等は、原則として１年以内の支払期日であります。また、

　　　　その一部には材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替変動リスクに晒されております。借入

　　　　金及びコマーシャル・ペーパーは運転資金及び設備投資資金を目的として調達しております。なお、

　　　　長期借入金の一部は、変動金利による調達であり、金利の変動リスクに晒されております。デリバテ

　　　　ィブ取引は外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引、

　　　　借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。

　　（３）金融商品に係るリスク管理体制

　　　　①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　　　　　当社グループは、債権管理に関する社内規程等に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

　　　　　うとともに、必要に応じて債権保全策を検討・実施しております。

　　　　②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　　　(ⅰ)為替変動リスク

　　　　　　当社グループは、外貨建て営業債務について、為替の変動リスクを回避するために、為替予約取

　　　　　引を利用しております。

12 円

1,632 百万円

平成27年３月31日

136,060,514 株

平成28年３月31日

平成28年６月30日

利益剰余金

平成27年６月26日

3,401 百万円

25 円
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　　　　(ⅱ)金利変動リスク

  　　　　　当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利

　　　　　用しております。

　　　　(ⅲ)市場価格変動リスク

　　　　　　投資有価証券については適宜、時価の状況の把握及び事業上の必要性の検討を行っております。

　　　　　　なお、デリバティブ取引については社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用に

　　　　　あたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。

　　　　③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

  　　　　　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新し、流

　　　　　動性リスクを管理しております。また、不測の事態に備えて、金融機関とコミットメントライン契

　　　　　約を結んでおります。

　　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

　　　　価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

　　　　件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　　　　　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につい

　　　　ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　　（５）信用リスクの集中

　　　　　当社グループの連結決算日現在における営業債権のうち59.6％が特定の大口顧客（新日鐵住金㈱）

　　　　に対するものであります。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

　　　いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

　　　は含まれておりません（（注２）参照）。

　　　　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　　　　　資産

　　　　　　　　（１）現金預金、（２）預け金及び（３）受取手形・完成工事未収入金等

　　　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

　　　　　　　　　　価額によっております。

　　　　　　　　（４）投資有価証券

　　　　　　　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　　　　　　　　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表

　　　　　　　　　　計上額と取得原価との差額は以下のとおりです。

（３）受取手形・完成工事未収入金等

（１）現金預金

（２）預け金

連結貸借対照表
計上額

時　　価

（単位：百万円）

差　　額

3,113 3,113 ―  

142,681 142,681 ―  

（４）投資有価証券

　　　その他有価証券

2,536 2,536 ―  

520 520 ―  

デリバティブ取引 △ 1 △ 1 ―  

―  

（１）支払手形・工事未払金等 63,473 63,473 ―  

（２）短期借入金 6,800 6,800 ―  

負　債　計 70,273 70,273 ―  

資　産　計 148,852 148,852
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　　　　　　　負債

　　　　　　　　（１）支払手形・工事未払金等及び（２）短期借入金

　　　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

　　　　　　　　　　価額によっております。　　

　　　　　　　デリバティブ取引

　　　　　　　　 ① ヘッジ会計が適用されていないもの ： 該当するものはありません。

　　　　　　　　 ② ヘッジ会計が適用されているもの　 ： ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契

　　                                                    約額又は契約において定められた元本相当額等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等は、次のとおりです。 　　　　　　　

　　　 ※ 時価の算定方法

　　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　　　　（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 174百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ

　　　　　　　　・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

　　　　　　　　上記「資産（４）投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

　１．１株当たり純資産額

　２．１株当たり当期純利益

（単位：百万円）

合　　　　計

147 473 326

取得原価
連結貸借対照表

計上額
差　　額

51 46 △ 4 

199 520 321

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

様式

種類

様式

時価

為替予約等の 為替予約取引

　　米ドル

振当処理 　売建

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等

うち１年超

完成工事未収入金

（単位：百万円）

814 111 35

　買建

　　米ドル

　　ユーロ

工事未払金

721円95銭

82円67銭

224 ―  △ 9 

224 63 △ 27 
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